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平成２６年４月からの消費税率引上げに伴う

有料老人ホームに関する諸手続について

「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部

を改正する等の法律（平成２４年法律第６８号）」に基づき、平成２６年４月１日から消費

税率が８％（現行５％）に引き上げられることとなりました。

消費税率の引上げに伴う諸手続について、下記のとおりお知らせしますので、適切な対

応をお願いします。

記

１ 変更届提出について

有料老人ホームにおいては、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２９条第２

項の規定により、入居者の費用負担額に変更を生じた場合にあっては、その旨を届け出

ることとされています。

今回の消費税率引上げに際して、見かけの負担額に変更を生じることが予想されます

が、その際の届出の必要の有無等については、以下のとおり整理することとします。

（１） 提出の要否

ア 税抜価格に変更がない場合（消費税率の変更によってのみ、税込価格に変更を生

じる場合） 変更届不要

イ 税抜価格に変更がある場合 変更届必要

（２） 提出方法

上記（１）イにより変更届が必要となる場合は、以下により提出してください。

ア 提出方法は東京都有料老人ホーム届出に係る事務取扱要領（平成２３年５月１９



日決定２３福保高施第３９４号）によることとします。

なお、料金を変更する場合は、同要領第４の２により都への事前協議を求めてい

るところですが、入居者の負担を軽減するため、税込価格（税率８％）の 100 円未

満引下げ（月額利用料については１月当たり。ただし、利用者の個別的な選択によ

る生活支援サービス利用料については、１回当たり 10 円未満引下げとする。）を行

う場合の税抜価格変更については、変更届提出にあたっての東京都への事前協議は

不要とします。

イ 変更届の添付書類は同要領別表２のとおりとします。

なお、税込価格（税率８％）の 100 円未満引下げ（月額利用料については１月当

たり。ただし、利用者の個別的な選択による生活支援サービス利用料については、

１回当たり 10 円未満引下げとする。）を行う場合の税抜価格変更については、事業

収支計画（30年分）の提出は不要とします。

ウ 提出期限は平成２６年４月３０日（水曜日）とします。

その他詳細は、別添の厚生労働省老健局高齢者支援課長通知（平成２６年１月１４日

付老高発０１１４第１号「消費税率の引上げ等に伴う有料老人ホーム事業の運営におけ

る留意事項について」。以下「国通知」といいます。）の「２．届出の取扱について」を

参照してください。

【留意事項】

・ 税抜価格に変更がない場合であっても、入居者が実際に負担する費用の額に変更が

生じることから、入居者への丁寧な説明を必ず行ってください。

・ 入居者の費用負担を軽減するため税抜価格を引き下げる場合も、その旨入居者に丁

寧に説明してください。

なお、消費税相当額の全部又は一部を減額しかつ消費税との関係を明示する表示（例

「消費税率上昇分値引きします」）は、「消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のため

の消費税の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法（平成２５年法律第４

１号。以下「消費税転嫁対策特別措置法」といいます。）」第８条第２項により禁止

されていますのでご注意ください。

・ 特に税抜価格を引き上げる場合、「消費税率の引上げとは関係のない値上げを含んで

おり、更に消費税率の引上げに伴って税込価格が引き上がること」を入居者に十分

に説明してください。

・ 合理的な理由がないにもかかわらず、消費税率の引上げにあわせて、いわゆる「便

乗値上げ」を行うことは厳に慎んでください。



２ 重要事項説明書について

老人福祉法第２９条第５項により入居者及び入居希望者に対して開示することが義務

付けられている有料老人ホームの重要事項説明書について、以下のとおり対応してくだ

さい。

（１） 料金表示方法

消費税転嫁対策特別措置法第１０条により、表示価格が税込価格であると誤認され

ないための措置を講じていれば、「税込価格」を表示しなくてもよいとする特例（総額

表示義務の特例）が設けられているところです。

一方、有料老人ホームの利用料金には、消費税の課税対象となる「役務の提供に係

る対価の額」と、課税対象外となる「家賃」の両方が含まれており、その内訳は施設

により異なるため、税抜表示のみでは負担すべき金額の総額を消費者が自ら把握する

ことは必ずしも容易でなく、また入居時に支払う前払金は一般に高額となるものであ

ることから、重要事項説明書の料金表示は総額（税込）表示が望ましいものとします。

なお、やむを得ない理由により重要事項説明書に税抜価格を表示する必要がある場

合は、それが税抜価格であることを明示した上で、課税対象となる部分の金額と対象

外の部分の金額をそれぞれ示すようにしてください。また、消費者の利便性に配慮す

る観点から、同法第１０条第２項において、総額表示義務の特例を適用する事業者は

「できるだけ速やかに、税込価格を表示するよう努めなければならない」と規定され

ており、税込価格表示を検討するようにしてください。

（２） 重要事項説明書の見直しについて

重要事項説明書は、上記（１）の考え方により料金表示を適切に見直した上で、入

居者及び入居希望者に交付してください。

なお、上記１（１）により変更届の提出が不要となる場合、見直し後の重要事項説

明書の東京都への提出は不要です。

３ 東京都内有料老人ホーム一覧の料金プラン情報更新について

東京都では、都内に開設している有料老人ホームを一覧によりホームページ等で一般

に公表しています。この一覧表には、施設名称や所在地等とあわせて、重要事項説明書

の最終頁に記載されている「料金プランの一例（最も一般的・標準的なプラン）」をもと

に、各施設の「代表的な料金プラン」を表示しています。

今回、消費税率の引上げに伴い当該欄の情報を更新する必要があることから、上記１

（１）による変更届提出の要否にかかわらず、すべての施設について別紙回答票に平成

２６年４月１日以降の料金等を記載し、提出してください。

（１） 料金表示方法

平成２６年４月１日以降の東京都内有料老人ホーム一覧には、提出された回答票に

記載の税込（８％）料金を掲載します。



（２） 提出方法

福祉保健局ホームページよりダウンロードした回答票に必要事項を入力して印刷

し、ファクシミリ又は郵送により提出してください。

なお、都内で複数の施設を運営している場合は、回答票は法人において取りまとめ、

一括して提出してください。

（３） 提出期限 平成２６年３月１４日（金曜日） 必着

（４） 重要事項説明書との関係について

上記２（２）の重要事項説明書の見直しにあたっては、同最終頁の「料金プランの

一例（最も一般的・標準的なプラン）」と、今回提出する回答票の内容とが一致する

ようにしてください。

（５） 提出先及び問い合わせ先

東京都福祉保健局高齢社会対策部

施設支援課施設運営係 有料老人ホーム担当

〒１６３－８００１ 新宿区西新宿２－８－１

ＴＥＬ ０３－５３２０－４５３７（直通）

ＦＡＸ ０３－５３８８－１３９１

４ 介護費用に係る一時金の取扱いについて

別添の国通知「１．介護費用に係る一時金の取扱い」を参照し、適切に対応してくだ

さい。

福祉保健局ホームページ「消費税率引上げに伴う有料老人ホーム一覧の料金プラン

情報更新について」

http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/shisetu/yuuryou/

（東京都福祉保健局トップページ→高齢者→高齢者施設→有料老人ホーム（特定

施設入居者生活介護）→消費税率引上げに伴う有料老人ホーム一覧の料金プラン情報

更新について）


